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処　 分　 庁十　　　　／　．･
大阪市鶴見区保健福祉センター所長

審査請求人 が、平成１８年１２月７日｡付けで提起し･た生活 保護法に基
づく保護開始決､定処分に係る審査請求について、次のとおり･裁決する。

主 文

処分庁 が平 成１８年１０月２７日付けで行った生活保護､法に基づく
保護開始決定を取消す。　　　＞

理

第卜　 審 査請 求.の趣旨及び理由

１ 審 査 請 求 の 趣 旨

由

本件 審査請求の趣旨は、処分庁が平成１８年１ ０ 月 ２ ７日付け’･
で審査請求入（以下「請求人.」という･．）に対して行った生活保護法、



（以下「法」という。）に基づく保護開始申請の開始決定処分（以下
「本件開始決定」という。）の開始日を平成１８年９月２７日に

遡ることを求めるものと解される。

２　 審査請求の理由

本件審査請求の理由の要旨は、次のとおりである。

（１） 請求人は、６月 から 自己破 産 の手続きを し てい た。 請求 人
は、９月２５日が給料日で6  6.  5  0 0 円の収入があったが、９
月分家賃5  4.  000 円√電呶代９･、６９７円を支払ったためお
金がなか９た。請求人は､同月２ ７日に手持金無く、区役所に生活

ご　。保護の申請に行った。この日に「 生活保護の申 請書ほしい」と
言ったがくれなかったので、自分の手書きの生活保護の申請書を

担当者に渡し受取黝ってもらい帰った。

（２）‘　請求人は、１０月１１ 日、｡９月２７日に言われた資料一式 を
持って行った。そ の時初めて生活保護の申請書類をもらったの

で、書いて提出した。　　　　卜

（３）’ 請求人は１１月２日に区役所に訪問し、保護の決定が９月２７
日からではなく１０月１１日からとなっていたので、申請書を出
したのは９月２７日で･あり、･おかしいと申し出ても聞いてくれ｡な
かっ､た。諳求人は、９月２７日からずっと生活に困っている状態

ご　であり、生赳保護の申請意思を９月２７日に文書で示している。
ここに不服申立てをする。 審査してほしい。

第２　 当庁が認定した事実及び判断

１ 当庁 苣認定した事 実

（１）　 平成１８年 斗月２､７日、請求人は、鶴見区保健福祉センター
（以下「区保健福祉センタノー」という。）を訪問し、生活保護
の相談したこと。また、請求人は持参した手書きの生活保護の
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申請をする旨の書面を提出したこと。　　　　　　 ▽　　　　ｙ
向書面 には、 。｢巫活保護の申請をしまず。私、 病気で奮理を

レながら･働｡いてIいました｡が、今の給料では生活できません。足･
らない分を生活見てほしいです。医療費･も払えません。現在、
自己破産jの手続きが終り･、免責まちです。平成１８年９月２７

ていたこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　卜
処分庁かち 当庁に提出があ った平成１８年９月｡２７ 日に関す

る「受付面接記録票」 の「面接結果の処理」の欄には、「申請
書受 理」の文字が丸で囲まれ、「※相談終了 後、別紙便箋を置
いて帰った。」とめ記載があること。　　　　　　　　　十

（２）　 平成１８年ｉ Ｏ 月 １１日、請求人は、区保健福’祉センターを訪
問し、市様式の申請書をはじめ関係書’類を提出したこと。同申請
書に記載されている申請日は、「平成１８年９月２７日」であっ
たこ｡と。　　　　　　　　　　　　　　　　　△

（3. ）　 平成１８年１０月２ ７ 日、処分庁は、ヶ－ス診断会議を行い給
与明細・預金通帳を確認する限り最低生活費辷足り万ていないと認
め√同月１１日付けで保護を開始する決定を行ったこと。
処ヽ分庁から提出があった請求人の､皿 及び

㎜ 通帳の

写しには、平成１８年７月２０日及しぴ同年９月２ ５ 日時点の残高
の記載が､あること。　　　　　　　　　　　　　十

（４）　 処分庁から審査庁に提出があった册成1 8, 年 １２月22 EI･ 付討
の弁明書に･おいて、「事く実経緯」において「`平成１ ８ 年 ９月２７
日ご睾 ・鶫 から扶養援助なく医療費に困ってい ると衵談が
あった。高額家賃のため転居もしくは家賃減額交渉を行うことを

卜　　助言。」卜「処分の正l当性」において、二「…（､略）…申請のための
状況を整理して来訪し、申請書提出に至うたのは平成１８年･１０
月１１日であり･、この日をもって保護開始日としたことについて
は適 正な処分と考える。」との記載があること。



２　 判　 断

（ｌ ）　法第７ 条は、「 鮮護 は、 要保 護者 、毋の 扶養義 務者又 はそ の他

の同居 の親族の 申請 に基 づい て開始 するも のとす る。 ‥・略‥･ 」

と 定められている０.　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　¶

（２）　法第２７条の２は、「相談及び助言」につい て規定しており、
「保護の実施機関は、要保護者 から求めがあったときは、要保護
者の自立を助長するために、要保護者からの･相談に応じI、必要な
。助言をすることができる。」と定めており、要保護者の求めに応
じて行う も’のであり、要保護者に対する強制力 はないとされてい

る。　　　　　　　　　　　　　　　　∧

（３）　法施行規則（昭和２５年５月２０日厚生省令第２１号）第２条
第１項は、「法第２ ４条第１項､又は第５項に規定するところの保、
護の開始又は保護の変｡更の申請は、左に掲げる事項を記載した書
面を提出して行わなければ’ならない;、１申請者の･氏名及び住所又
は居所。･２要保護者Ｑ氏名、性別、生年月一日、住所又は居所、職
業 及び申請者との関係。３保 護の開始又は変更を必要とする事
由」とのみ定めている。 このことから、生活保護の開始申請はI、

卜法の規定やその趣旨から必ず定められた方法により行わなければ
ならないという要式行為ではなく非要式行為であると解すべきと

されている。
ただし、単に申請者が申請をする意思を有してい･たという のみ

で･は足りず、申請者によって、申請者g）意思を明確に表示するこ
とにより、保護申請が行われたかどうかを客観的に見ても明らか
にしておくことが求められている。　　　　　　　　、

（４）　保護の開始時期については、「生活保護法による保護の実施要
領について」（昭和３８年４月１日厚生省発社第２４６号｡厚生省
社 会局長 通知。以下「 局長通知」とい う。） 第８－３において
丁保護の開始時期は、急迫保禪の場合を除き、原則万としてｉ 申請
のあった日以降において要保護状態にある/と判定さ･れた日とずる
こと。‥・略‥･」とされている。



また、 「生活保護法の開 始時期 に関する疑義につい て」（ 昭
和２６年８月１０日社乙 発第1 1 ・２･号.厚一生省社会局長 通知）で
は、一般的には生活困窮Iの事実 の認定し得たる日を保護の開始日
として実施することが適当とさ れ、そ.の場合、申請受理の日に よー

るべきとされている．　　　　　　　　づ

（５）　本件の場盾、前記第･２の１の（､1 ）の認定事実のとおり、請求
人は、処分庁に対し平成１８`年９月２７日に持参した保護申請の
書 面を提出し、処分庁は同･書面 を収受しているこ とが認めら れ

る。
処分庁が請求人持参の申請の書面’を収受している事実が請求人

及び処分庁双方のし提出資料から認められることから、請求人の申
請 があっ た日は･、請T求人が申 請め書y面を提出した平成１．８年９
月２ ７日と認めることが妥当である。　　　　　　　　　　　I｡
また、前記 第２ の１の（２ ） の認定事実のとおり 、平 成１ ８

年１０月１１日に請求人から市様式の申｡請書の提出があり、処分
庁は収受していることが認められるかI、同市様式の申請書に記 載
された申請日が平成１８年９ 月２７日である･こ とからも、１ ０
月１１ 日に請求人が別の申請行為をしたのではなく、９月２７ 日
の申請を補完し:たものと解する べきである。

（６）　 さらに、保護の開始時期については、上記（４）のとおり、、原
。則申請のあった日以降におい て要保護状態にあると判定された日

＼ とされている。
本件において、前記第２･の１の（３）の認定事嘆 のとおり、 請

求人の要保護状態の判定について、処分庁は諳求人が市様式申請
にて提出した平成１８年１０ 月１ １ 日 以降を要保護状 態にある
判断していることが認められる。しかし ながら、この点につい
、請求人及び処分庁から当庁へ提出のあ った資料を上記（５）
基づき判断すると、保護の｡開始時期について、卜O 月１１日以

降要保護状態にあるとの処分庁 の判断を妥当であると認めるに足
る挙証資料がなかった。
よって、本件保護開始日は、請､求人が持参した保護申請の書面

を｡処分庁が収受した日であるべきと判断するものである。



（７）　 一方、処分庁は、稗記第２のｌ の（４）’･の認定事実のとおり、
平成１８年９月２７日 には、保 護申請前 の要保護者への助｡言を
行うたもめであり、請求人 の保護申請は平成１８年１０１月１１日
である旨を主耋する。
確かに、上記（２） のとおり、保護の実施機 関 は法’第２ ７ 条

め２,に基づいて、要保護者の求めに応じて必要な助言を行うこと
ができる。
しかしながら、上記（３）のとおり、申請行為は明確な申請の

意思表示で もうてなきれた’ことが客観的に認められる場 合、有効
な申請行為と判断されるべきである。
したがって、 本件開始申請にかかる申請行為 があっだ日につい

ては、上記（５） のとおり、請求人が持参した申請の書面の提出
があり、処分庁が収･受した日を以って申請行一為 があった日と考え
沽 ことが妥当である。

（８）　 以上のことから、請求人の申請行為が卜あった日及び本件開始.中
請 に対する保護.開始日は、請求.人 が持参し た中丿請の書面を提出
し、処分庁が収受した平成１８年９月２７日と判断する．
したがって、処分庁は、本件開始‘決定に澗 し、申請行為があっ

た日を＼誤り、保護開始日 について誤った判断 をし’てい ることか
ら、本件開始決定は、取り消されることが相当である．

以上の理由により、行政不服審査法第４０条第３項の規定を適用して
主文のとおり裁決する。’I

平 成 １ ９ 年 ２ 月 １ ５ 日

審 査 庁　 大阪 府 知 事　 齊 藤


